2017年8月10～11日　11日10時現在②
改憲、安全保障
自民・改憲本部長、保岡氏が留任へ 
2017/8/11 1:06日本経済新聞　電子版
　自民党は10日、憲法改正推進本部の保岡興治本部長を留任させる方針を固めた。党独自の改憲案づくりが今後本格化するのを踏まえ、党内で改憲論議を主導してきた保岡氏の続投が適切と判断した。８月下旬の党総務会で正式に決める。
　同本部の人事では、内閣改造で法相に就いた上川陽子事務局長の後任に根本匠元復興相を、官房副長官に就いた西村康稔事務局長補佐の後任に岡田直樹幹事長代理を、それぞれ起用。継続性に配慮し、メンバーの入れ替えを最小限にとどめた。
産経新聞2017.8.11 01:00更新 
【憲法改正】自民憲法改正推進本部、事務総長を新設　根本匠氏が就任

自民党の根本匠氏（斎藤良雄撮影）
　自民党は１０日、憲法改正案の策定に当たる憲法改正推進本部に事務総長ポストを新設し、根本匠副本部長を充てる方針を固めた。内閣改造で法相に就いた上川陽子氏の後任の事務局長には岡田直樹副本部長が就任する。策定作業で中心的役割を担う事務局長に対し、事務総長は主に与党内や野党との折衝を担うことにし、体制強化を図る。
　推進本部はこれまでの全体会合で、９条改正や緊急事態条項など４項目について議論した。２９日に再び９条改正をテーマに意見交換する予定だ。
米向け弾道ミサイル、集団的自衛権で迎撃も＝防衛相
　小野寺五典防衛相は１０日の衆院安全保障委員会で、北朝鮮が米グアム周辺に向けて弾道ミサイルを発射した場合、安全保障関連法に基づき、集団的自衛権を行使して迎撃することは可能との見解を示した。「米側の抑止力、打撃力が欠如することは、日本の存立危機に当たる可能性がないとは言えない」と述べた。民進党の後藤祐一氏への答弁。
　昨年３月施行の安保法は、日本と密接な関係にある他国への攻撃に伴い、日本の存立を脅かす明白な危険のある「存立危機事態」が生じたと認定されれば、集団的自衛権を行使できると定めている。武力行使に当たっては、（1）明白な危険（2）他に手段がない（3）必要最小限度－の３要件を満たす必要がある。
　後藤氏は「グアムに向かうミサイルを日本は落とせるのか」と質問。小野寺氏は「安保法の中で、３要件を満たす場合はさまざまな対応ができる。３要件に合致するかどうかが判断の基準になる」と述べ、状況次第で迎撃は可能になるとの認識を示した。米国向けミサイルの迎撃は、他国から攻撃を受けた米艦の防護などと並び、集団的自衛権行使のケースとして想定されていた。（時事通信42017/08/10-17:25）
集団的自衛権でミサイル迎撃　新３要件合致なら「可能」
朝日新聞デジタル2017年8月10日13時41分


衆院安全保障委の閉会中審査で、答弁する小野寺五典防衛相＝１０日午前９時１１分、岩下毅撮影
　小野寺五典防衛相は１０日の衆院安全保障委員会で、北朝鮮の弾道ミサイルが米領グアムに向けて発射された場合、日本が集団的自衛権を行使できる存立危機事態に当たる可能性を問われ、「可能性がないとは言えない」と答弁した。
　ミサイルの迎撃について「我が国に対する存立危機事態になって（武力行使の）新３要件に合致すれば、対応できる」と述べ、法制上は、安全保障関連法に沿って迎撃可能との見方を示した。
　後藤祐一氏（民進）の質問に答えた。
　昨年３月施行の安全保障関連法では、日本が直接攻撃されなくても、密接な関係の他国が攻撃され、日本の存立が脅かされたり、国民の生命に明白な危険があったりする場合を存立危機事態と認定し、集団的自衛権による反撃を認めた。
　一方、菅義偉官房長官は同日の記者会見で、北朝鮮の発表について「挑発行動は断じて容認できない」と強調。北朝鮮軍が「島根県、広島県、高知県の上空を通過する」と言及していることを踏まえ、ミサイル迎撃に備えた中国・四国地方への地対空誘導弾パトリオット３の配備について「自衛隊に現在も必要な体制をとらせているが、具体的な対応を明らかにすることは控えたい」と述べた。
防衛相「集団的自衛権行使し迎撃も」…上空通過

読売新聞2017年08月11日 00時48分



衆院安全保障委員会の閉会中審査で審議中に事務方と言葉を交わす小野寺防衛相（右）（１０日午前、国会で）＝青山謙太郎撮影

　北朝鮮のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(キムラクキョム),金絡謙)朝鮮人民軍戦略軍司令官は、９日に発表した米領グアムに向けた中長距離弾道ミサイル「火星１２」４発の同時発射計画について、「島根県、広島県、高知県の上空」を通過し、グアム島周辺の海上に落とすと予告した。

　小野寺防衛相は１０日、北朝鮮が日本上空を通過して弾道ミサイルを発射した場合、安全保障関連法に基づき、集団的自衛権を行使して迎撃する可能性に言及した。

　小野寺氏はこの日の衆院安全保障委員会で、グアム島への攻撃に絡み、「米側の抑止力、打撃力が欠如することは、日本の存立の危機にあたる可能性がないとも言えない」と語った。

　グアム島のアンダーセン空軍基地は北朝鮮に対する米国の抑止力の中核を担う。小野寺氏の答弁は、日本と密接な関係にある他国への武力攻撃が発生し、日本の存立が脅かされる明白な危険がある「存立危機事態」に該当する可能性があるとの認識を示したものだ。

武力行使の可能性、異例の示唆　防衛相「存立危機事態」
朝日新聞デジタル相原亮、園田耕司2017年8月10日21時04分

衆院安全保障委の閉会中審査で、特別防衛監察について報告する小野寺五典防衛相＝１０日午前９時２分、岩下毅撮影
　小野寺五典防衛相は１０日、米軍基地のあるグアムが攻撃された場合、集団的自衛権を行使できる「存立危機事態」にあたりうる、との考えを示した。米朝間の緊張が高まる中、一般論としつつも、自衛隊の参戦の可能性を示唆したのは異例で、専門家からは「拡大解釈」との懸念の声もあがる。
　小野寺氏は同日の衆院安全保障委員会の閉会中審査で、民進党の後藤祐一氏の質問に対する答弁で、グアムへの攻撃に絡み、「日本の安全保障にとって米側の抑止力、打撃力が欠如するということは、日本の存立の危機にあたる可能性がないとも言えない」と指摘。また、「わが国に対する存立危機事態になって（武力行使の）新３要件に合致することになれば、対応できる」と答えた。
　グアムはアジア太平洋地域の米軍の戦略的要衝。小野寺氏は９日、グアムのアンダーセン空軍基地について「日米でさまざまな対応を取るとき、特に北朝鮮有事のときに抑止力の重要な役目を持っている」と指摘していた。８日にはグアムから飛来したＢ１Ｂ戦略爆撃機と航空自衛隊戦闘機が九州周辺で共同訓練を実施しており、日本の防衛当局者の間ではグアムの打撃力は北朝鮮に対する「抑止力」として機能しているとの見方が強い。
　しかし、小野寺氏の言う「存立…
集団的自衛権での迎撃も　防衛相、北朝鮮ミサイルで 
日経新聞2017/8/10 12:15
　小野寺五典防衛相は10日午前の衆院安全保障委員会の閉会中審査で、北朝鮮が日本列島を越え米領グアム島沖へ向かう弾道ミサイルを撃った場合の対応を問われ、集団的自衛権を行使して迎撃することは可能との認識を示した。「米国の抑止力が欠如することは、日本にとって存立の危機にあたる可能性がないとは言えない」と述べた。
　2015年に成立した安全保障関連法は集団的自衛権の行使を認めた。日本と密接な関係にある他国に武力攻撃が発生し、日本の存立が脅かされる明白な危険がある「存立危機事態」と認定すれば集団的自衛権を行使できる。小野寺氏の発言はこうした事態に当てはまる可能性があるとの考えを示したものだ。
　小野寺氏は「防衛省、自衛隊はいつ、いかなるときにもしっかりとした対応をとる」と強調。島根、広島、高知３県の上空を通過すると予告したことには「どこに重層的に対処すべきかは不断の努力で対応する。全国が安心できる態勢を構築する」と述べた。
　菅義偉官房長官は10日午前の記者会見で「わが国を含めた地域および国際社会の安全保障に対する明らかな挑発行為であり、断じて容認できない」と語った。
産経新聞2017.8.10 21:09更新 
【北ミサイル】集団的自衛権で迎撃可　「存立危機事態」の可能性　小野寺五典防衛相が認識示す
　小野寺五典防衛相は１０日の衆院安全保障委員会で、北朝鮮が米領グアムを狙って弾道ミサイルを撃った場合、集団的自衛権を行使できる「存立危機事態」に認定し、自衛隊のイージス艦が迎撃することは法的に可能だとの認識を示した。「武力行使の新３要件に合致すれば対応できる」と述べた。
　小野寺氏は、自衛隊は守りに徹し、米軍が打撃力を行使する日米同盟の役割分担に言及、「双方の役割があって日本の抑止力が高まる。米側の抑止力・打撃力が（攻撃を受けて）欠如することは、日本の存立の危機に当たる可能性がないとはいえない」と語った。
　また、北朝鮮がグアムの「包囲射撃」と日本上空通過を予告したことについては「万が一の事態に備え、日ごろからしっかりした態勢を整えている」と強調。１０日夜には都内で記者団に対し、名指しされた３県付近への地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）展開について「状況を把握しながら対応したい」と述べ、検討する考えを示した。
　日本のミサイル防衛（ＭＤ）は、イージス艦に搭載した海上配備型迎撃ミサイル（ＳＭ３）で破壊を試み、撃ち漏らしたらＰＡＣ３で対応する。ただ、高い高度の弾道ミサイルをイージス艦から確実に迎撃するためには、日米が共同開発中の新型ミサイル「ＳＭ３ブロック２Ａ」の実戦配備を待つ必要がある。
　一方、菅義偉官房長官は記者会見で「わが国を含めた地域、国際社会の安全保障に対する明らかな挑発行為で、断じて容認できない」と北朝鮮を批判し、挑発行為の自制を求めた。
　政府関係者は北朝鮮の予告について「非常に具体的であり、備えが必要だ。技術的蓄積に自信があるのだろう」と分析。外務省幹部は「北朝鮮は昨年も『ワシントンを火の海にする』と挑発したが、今年に入ってからは行動が伴うようになっている」と指摘した。
敵基地攻撃、議論進める＝自民・岸田政調会長
　自民党の岸田文雄政調会長は１０日、テレビ朝日の番組で、弾道ミサイル発射前などに敵基地を破壊する「敵基地攻撃能力」の保有について、「北朝鮮のミサイル技術はどんどん進歩している。重大な課題として検討し続けなければならない」と述べ、保有に向けた党内議論を進める考えを示した。
　自民党は３月、政府に同能力保有を検討するよう提言しており、岸田氏は「こうした議論も念頭に、日本として何をすべきか絶えず検討しないといけない」と語った。（時事通信2017/08/10-12:25）
敵基地攻撃能力「検討し続ける」　自民・岸田氏 
日経新聞2017/8/10 17:03
　自民党の岸田文雄政調会長は10日のテレビ朝日番組で、弾道ミサイル発射前などに敵基地を攻撃する敵基地攻撃能力の保有について「北朝鮮のミサイル技術はどんどん進歩している。重大な課題として検討し続けなければならない」と述べ、党内議論を進める考えを示した。「わが国も技術的に進歩しなければならない」とも語った。党安全保障調査会は３月、政府に能力保有を検討するよう提言している。
防衛相 敵基地攻撃能力は首相方針に沿って検討
NHK8月10日 16時00分
小野寺防衛大臣は、参議院外交防衛委員会で、自衛隊が敵の基地を攻撃する敵基地攻撃能力について、保有に向けた検討を行う予定はないとした安倍総理大臣の方針に沿って、弾道ミサイルへの総合的な対処能力の向上に向けて検討を進める考えを示しました。
安倍総理大臣は、先の記者会見で、自衛隊が敵の基地を攻撃する敵基地攻撃能力について、「現実を踏まえながら、さまざまな検討を行っていくべきと考えているが、現時点で保有に向けた具体的な検討を行う予定はない」と述べました。
これに関連して、小野寺防衛大臣は１０日の参議院外交防衛委員会で、「安倍総理大臣が示した考えの中で、弾道ミサイル対処能力の総合的な向上のための検討を進めていきたい」と述べました。そのうえで、小野寺大臣は「長射程化、正確性、運用能力の向上など、北朝鮮の弾道ミサイル能力の進展を踏まえれば、日米間の適切な役割分担に基づいて弾道ミサイル防衛能力、情報収集・警戒監視能力、指揮通信能力、後方支援能力などを含め、総合的な対処能力の向上を図る必要があると考えている」と述べました。
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